
（海外出張報告：大津撮影）クライストチャーチ市内中心部の公園

2004.1 I N D E X N o . 6 1

巻 頭 言

「技術知」と「生態知」と「統合知」Ì

研究トピックス
水管理と施肥管理による水田からのメタンと亜酸化窒素の発生抑制Ì

を吸着してしまう土から微生物の を抽出するには？Ì DNA DNA
メダカを使って化学物質の内分泌かく乱作用を簡易に検出するÌ

海外出張報告

「 年環境毒性化学会アジア太平洋会議」出席報告Ì 2003

所内トピックス

環境化学物質分析施設Ì

東京農業大学との 締結Ì MOU
侵入生物に関する国際共同セミナーを終えてÌ

カドミウム汚染とその対策技術に関する国際シンポジウムÌ



- 2 -

「技術知」と「生態知」と「統合知」

陽 捷行農業環境技術研究所 理事長

世紀とはいったいどんな時代だったのでし20
ょうか。恐らく、科学技術の大発展に支えられた

成長の魔力に取り憑かれた世紀であったといえる

のではないでしょうか。この科学技術こそが持続

的な経済成長や豊かな生活に不可欠であるという

考え方が、今なお世界を鷲づかみにしています。

、「 」 。これは 技術知 がなす業であると考えます

。「 」そのことが文明の発達でもありました 技術知

は目的と手段を定めたうえで地球の資源を活用

し、水平方向に新しい技術を開発していく思考と

行動形態を有しています。

一方このような「技術知」に対して、われわれ

人類が長い時間を通して実際の生活の場から観察

し 獲得してきた知恵があります 私はこれを 生、 。 「

態知」と呼びます 「生態知」は文化の進展をも。

もたらしてきました 「生態知」は「技術知」の。

目的を高遠にするため、あるいは「技術知」の手

段を生活の場から深く掘り下げるため、思考や研

究が垂直方向に高揚したり、深化する形態を有し

ます。

「技術知」の発達とは、具体的には次のような

ものと考えます 「技術知」は無機化学や有機化。

学などの基礎科学の事実を応用し、窒素肥料や臭

化メチルなどを製造します。ついで、これらを農

地に散布し農産物の増産を図ります。さらに、こ

れを経済社会へと広げてゆくやり方のことです。

人間の行為の手段としての価値は、製造の速度と

収益の増大という点に設定されており、目的とす

る価値は生活を豊かにし、それに伴う便宜さにあ

ります。

これに対して 「生態知」の例に次のようなも、

のがあります。生態系での窒素は様々な酸化還元

作用をします。実際の畑などの現場では、有機物

中の窒素は微生物の作用によってアンモニアを生

成します。このアンモニアは、微生物による硝酸

化成作用で作物に吸収されやすい硝酸態窒素に変

化します。堆肥などの有機物の施用が作物の増収

に役立つという事実は、生態から得られた知とい

えます。

ここで得られた知は、さらなる「生態知」を生

みます。この硝酸化成作用で生成された亜酸化窒

素は大気に放出され、対流圏では温室効果ガスに

なり、成層圏ではオゾン層破壊ガスとして作用し

ます。また硝酸態窒素は、飲料に適さない水質を

もたらし、河川や湖沼に流れ込み、富栄養化をも

たらします。農業生産の増大を目的とした過剰窒

素の使用は、このような環境問題を世界のいたる

。 「 」 。所で起こしてきました これらも 生態知 です

この例にみられるように、 世紀で得られた20
「技術知」はさまざまな形態や部門で環境破壊を

おこし、そのことが今では地球規模の環境変動に

及んでいます。となると、環境を守るのに「技術

知」は不要ということになるのでしょうか。そう

ではありません 「技術知」も「生態知」も人間。

の英知が生み出した貴重な財産です。今、われわ

れが必要としているのは、これらの二つを融合す

る「統合知」ともいえる知を創出することなので

す。さらには、より多くの「生態知」を獲得し、

「 」 。これまでの 技術知 との融合を試みることです

肥効調節型肥料の開発は 「統合知」のひとつ、

の例といえるでしょう。この肥料の基本は 「生、

態知」で得られた硝酸化成作用を制御し、作物に

よる窒素の吸収利用率を最大にすることによっ

て、亜酸化窒素や硝酸態窒素の発生を最小限にで

きます。このことにより、生産は維持され環境は

保全されるという「統合知」が得られるのです。

今後、このような「統合知」を追求した研究が様

々な分野で必要なことは言うまでもありません。

われわれは、宇宙から地球を眺める俯瞰的視点

を 世紀に獲得しました。さらに環境と共生し20
なければ自然は逆襲するということも学びまし

。 、 「 」た 世紀は これらの教訓をもとに 生態知21
を深め 「統合知」の創出をめざす研究が必要な、

のです。

巻 頭 言
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水管理と施肥管理による

水田からのメタンと亜酸化窒素の発生抑制

西村 誠一・秋山 博子・須藤 重人・八木 一行地球環境部温室効果ガスチーム

はじめに

湛水状態の水田からは、温室効果ガスであるメ

タン（ ）が発生している。 は、湛水状態CH CH4 4

が続いて酸素供給が制限された還元状態の発達し

た土壌中で生成されるので、その発生を抑制する

ためには、一時的に排水を行って土壌に酸素を供

給する水管理が有効と考えられる。実際、これま

での研究により、水稲生育後期の の発生量CH4

は、中干しとそれに引き続く間断灌漑によって大

幅に削減されることが示されてきた。

一方、別の重要な温室効果ガスである亜酸化窒

素（ ）は、農耕地の中では主に畑において発N O2

生することが知られている。 は湛水条件下N O2

ではほとんど発生しない。しかし、最近のいくつ

かの研究により、水田からの 発生も無視でN O2

きないことが明らかになってきた。特に、 のCH4

発生を抑制する効果のある栽培管理技術である

「中干し・間断灌漑」は、一時的に湛水状態を解

消するため、これに伴って の発生が促進さN O2

れる可能性が指摘されている。

本研究では、 および を同時に自動連CH N O4 2

続測定することにより、わが国の水田で慣行とな

っている水管理および施肥管理が、これらの温室

効果ガスの総発生量に及ぼす影響を評価した。

および 自動モニタリング施設CH N O4 2

試験は、農環研内の温室効果ガス発生制御施設

において行った。この施設は、自動開閉チャンバ

ーを備えた圃場（図１ 、およびCH 、N O測定用） 4 2

のガスクロマトグラフ（GC）を備えた分析棟とで

構成される。一定時間毎にチャンバーの蓋が閉じ

られ、チャンバー内部の空気をポンプでGCに導入

することにより、CH 、N Oの発生量が同時に自動4 2

連続測定される。

栽培期間における水田からの および 発生CH N O4 2

発生は水稲生育前期の常時湛水期間に顕著CH4

に増加したが、その後、中干し・間断灌漑に伴っ

て大幅に減少した（図２ 。これは、これまでの）

研究結果と同様であり、わが国の水田における慣

行水管理（中干し・間断灌漑）が水稲生育後期の

発生の削減に有効であることを確認した。CH4

一方、水稲栽培期間における 発生は、代N O2

かき直後、間断灌漑中の追肥直後、および最終落

水後（水稲収穫直前）に一時的に観測されただけ

図１ CH ・N Oフラックス自動連続測定システム4 2

図２ 水田からのメタン（CH ・亜酸化窒素（N O）フ）4 2

（ ） （ ）、 、ラックス 発生量 の経日変化 上段 および

土壌中のアンモニア態窒素（NH -N ・硝酸態窒）4

素（NO -N）の経日変化（下段 。斜線部は湛水）3

期間を示す。
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試験地 

（国名） 

土壌タイプ 

(FAO/Unesco)

窒素 

施肥量 

(kg N ha-1) 

N2O 発生量 

(g N ha-1) 

排出係数 

N2O-N/施肥 N

(%) 

計測頻度 水管理 文献

封丘 

（中国） 
フェオゼム 365 1、720-4、460 0.47-1.22 ほぼ 5 日おき 

最大 7 日間の

中干し 4 回 
1) 

南京 

（中国） 
ルビソル 300 480-840 0.16-0.28 ほぼ 5 日おき 

最大 10日間の

中干し 4 回 
2) 

ロスバニョス 

（フィリピン） 
ルビソル 200 89-638 0.04-0.32 自動連続 

15 日程度の中

干し１回 
3) 

南京 

（中国） 
ルビソル 100 33-38 0.03-0.04 ほぼ 5 日おき 

最大 10日間の

中干し 4 回 
2) 

竜ヶ崎 

（日本） 
フルビソル 90 65* 0.07 ほぼ週１回 慣行水管理** 4) 

農環研 

（日本） 
フルビソル 90 26 0.03 自動連続 慣行水管理** 本研究

表１ 水稲栽培期間（移植～収穫）における水田からの亜酸化窒素（N O）発生に関する世界の研究報告2

*発生はほとんどが最終落水後であり、中干し期間の発生は検出限界以下であった．

**水稲移植後40-50日の常時湛水後、5-7日間の中干し。その後、3湛2落程度の間断灌漑サイクル。収穫の20-30日前に最終落水。

1) Cai et al.(1999): Soil Sci. Plant Nutr., 45, 1 2) Cai et al.(1997): Plant Soil, 196, 7

3) Bronson et al.(1997): Soil Sci. Soc. Am. J., 61, 981 4) Yagi et al.(1996): Global Biogeochem. Cycles, 10, 255

であった。施肥後の水田土壌には の前駆体N O2

のひとつであるアンモニア態窒素（ ）が高NH -N4

い濃度で存在していたにもかかわらず、顕著な

発生はなかった。N O2

、水稲栽培期間の および の総発生量はCH N O4 2

3180 mg CH m 26 mg N O-N mそれぞれ および、 4 -2 2 -2

N Oだった。本研究で得られた水稲栽培期間の 2

発生量は、これまで報告された世界の水田での研

究例の中でも最も少ないレベルである。多量の

発生が報告されている中国やフィリピンでN O2

の試験では、比較的長期間（ 日以上）の中干し7
や、本試験よりはるかに多量の窒素施肥が行われ

ており、これらのことが高い 発生の要因にN O2

なったものと推察される（表１ 。）

これらの結果から、わが国で慣行となっている

水田の中干しおよびそれに引き続く間断灌漑と

程度の窒素施肥（基肥および追肥）90 kg N ha-1

は、 発生量を大幅に減少させるだけでなく、CH4

、危惧されていた 発生の促進もほとんどなくN O2

温室効果ガス総発生量の削減技術として有効であ

ることが実証された。

おわりに

1992本研究結果は 「気候変動枠組み条約 （、 」

年）に基づくわが国の温室効果ガス排出・吸収目

録の基礎データとして、その改訂に寄与するもの

である。特に、水田からの 発生量についてN O2

は、詳細な調査データがきわめて限られていたた

め、この部分での数値の精緻化に貢献するもので

ある。

また、本研究の結果、特別な費用・労力を要す

る措置を施さなくても、適切な栽培管理（水管理

および施肥管理）を行うことによって、水田から

の温室効果ガス発生量を相当量削減できることが

明らかになった。わが国およびアジア諸国におい

、 。ては 広い面積の水田で水稲栽培が行われている

このような適切な栽培管理技術を適用・普及させ

ることにより、わが国およびアジア諸国における

温室効果ガス総発生量を削減できるものと期待さ

れる。

発表論文

西村誠一・須藤重人・秋山博子・澤本卓治・1)
米村正一郎・八木一行 ：第 回日本(2003) 50

.生態学会講演要旨集，つくば

2) Yagi, K., Nishimura, S., Sawamoto, T., Akiyama,
H., and Sudo, S. (2003): Nitrous oxide emissions
from rice fields as affected by water and fertilizer
management. ILEAPS: Integrated Land Ecosystem
- Atmosphere Processes Study International Open
Science Conference, Helsinki.
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DNAを吸着してしまう土から微生物のDNAを抽出するには？
―スキムミルクを用いた黒ボク土からの微生物DNA抽出法の確立―

星野(高田)裕子生物環境安全部微生物・小動物研究グループ微生物生態ユニット

はじめに

土壌や水など環境中に存在する微生物は、実験

室で簡単に培養できないものが多い。このような

培養困難な微生物を調べるためには、微生物の培

養を経ずに環境中から直接 を抽出して解析DNA

する手法が用いられる。この手法は、遺伝子組換

え体などの特定遺伝子の検出にも用いられ、環境

微生物研究においては基盤となる技術である。

土壌から微生物の を直接抽出する方法はDNA

様々な方法が検討されている。ビーズ振とうによ

る微生物細胞の物理的破壊を基本とした手法が、

簡便で多量の の抽出が可能であるために幅DNA

広く適用されている。しかし、日本ではこのビー

ズ法など従来の方法が充分に効果を発しない場合

が散見される。これは日本の畑地面積の大部分を

占める黒ボク土で の抽出が困難であるからDNA

であり、このことは黒ボク土における微生物生態

研究の大きな妨げとなっている。そこで、ビーズ

法を応用し、黒ボク土から微生物 を直接抽DNA

出する方法の確立を試みた。

DNAが抽出できない原因の究明

市販されている土壌からの 抽出キットDNA

（ ）は、ビFast DNA SPIN Kit for soil(Q-BIOgene)

ーズ法によるキットで、一般的に広く使用されて

いる。しかし、本キットを用いた標準法では、日

本各地から採取した黒ボク土の 試料の中で 試7 5

料から微生物 は抽出されなかった。すなわDNA

ち、図 のように、これらの試料からの抽出液中1

にはアガロース電気泳動でゲノム が検出さDNA

PCRれず、また、高感度な遺伝子検出が可能な

（ポリメラーゼ連鎖反応）法によっても、この抽

出液からは細菌に普遍的に存在する の16S rDNA

検出が困難であった。

しかし、これらの土壌には、一般的に知られて

いる密度の土壌微生物が含まれていることが顕微

鏡による直接計数法及び培養法で確認されたの

で、何らかの原因により微生物 の抽出が阻DNA

害されていることが推測された。そこで、黒ボク

土からの 抽出が困難な原因を明らかにしよDNA

うとした。まず、より強力な微生物の破砕方法を

検討したが、 の抽出効率はまったく向上しDNA

図1 スキムミルク添加による黒ボク土からのDNA抽出

日本各地の黒ボク土の抽出液をアガロース電気泳動後、エチジウム

、 。 。ブロマイド染色し DNAを検出した 白色の部分がDNAの検出を示す

＋:スキムミルク添加(土壌1g当り40mg) －:スキムミルク無添加

Ｍ:DNAサイズマーカー

ゲノム 
DNA 

M

23.1 
9.4 
6.7 

2.3 
2.0 

kb 
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農環研 
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農環研 
(保存林) 

福島 
(畑1) 

青森 
(果樹園) 

福島 
(畑2) 

熊本 
（水田） 

熊本 
（畑） 
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表１ スキムミルクまたはRNA添加による農環研畑黒ボク土からのDNA抽出と

これらの抽出液を用いた細菌16S rDNA PCR増幅

土壌

RNAスキムミルク

(50 mg/ml) (20 mg/ml)無添加
スキムミルク添加 添加RNA

(mg/g ) (mg/g )土壌 土壌

10 40 100 4 10 40

DNA nd /+ + + nd ++ + nd ndゲノム 抽出 -

nd nd ++ + nd + nd nd nd
16S rDNA

増幅PCR

アガロース電気泳動後のエチジウムブロマイド染色でDNAバンドが検出されなかったものをnd、検出された

ものを+で示した。

なかった。また、顕微鏡観察では標準法において

も微生物細胞は十分破砕されていることが確認さ

れた。これらのことから、破砕効率以外の要因が

主原因であることが明確になった。

一方、黒ボク土はリン酸を強く吸着することが

知られており、同様に も吸着することが想DNA

定された。上記の黒ボク土に人為的に を添DNA

加し、その後、ビーズ法により抽出を試みたが、

添加した 、あるいはその分解産物は抽出液DNA

中に検出されず、黒ボク土が を強く吸着すDNA

ることが示唆され、それが微生物 抽出を困DNA

難にしている原因と考えられた。

土壌へのDNA吸着阻害の試み

の土壌への吸着を阻害する方法として、DNA

抽出用溶液の の変更、リン酸濃度の上昇、塩pH

、 。濃度の上昇 さらにキレート剤の使用を検討した

しかし、いずれの条件でも農環研畑圃場の黒ボク

土からは は抽出されなかった。一方、核酸DNA

の生化学研究においてはスキムミルクなど核酸の

吸着や分解を阻害する物質がよく使用されてい

DNA RNA DNAる また と構造の類似した は。 、 、

の土壌への吸着を阻害することが知られている。

そこで、スキムミルク、あるいは を抽出用RNA

溶液に添加してみたところ、土壌微生物由来と考

えられる が検出された（表 。他に供試しDNA 1）

た黒ボク土についても、スキムミルクを添加する

ことにより の抽出が可能になった 図 。DNA ( 1)

スキムミルク無添加でも を抽出できる黒ボDNA

ク土については、スキムミルク添加により抽出

量が増大した 図 。 の添加ではスキDNA ( 1) RNA

ムミルクより多くの が抽出されるが、スキDNA

ムミルク添加による抽出液の方が に適しPCR

ており（表 、またスキムミルクは安価なこと1）

もあり利用しやすい。

一方、スキムミルクのような複合物の添加は

を用いた土壌中の微生物群集の解析に影響DNA

を与えることが懸念されるが、スキムミルクその

ものからはゲノム が検出されず、 で細DNA PCR

（ ）。菌の の増幅は認められなかった 表16S rDNA 1

さらに、スキムミルクの添加は土壌の細菌群集構

造を示す （変性剤勾配ゲル電気泳動）パタDGGE

ーンにも影響がないことが確認された。

改良された微生物DNA抽出法の活用

以上のように、黒ボク土のように を強くDNA

吸着する土壌では、スキムミルクの添加が土壌か

らの微生物 の直接抽出に有効である。抽出DNA

された は、 環境撹乱による土壌微生物群DNA 1)

集変動の解析、 組換え遺伝子や病原菌の遺伝子2)

PCR 3) DNAなど特定遺伝子の 検出、 土壌微生物

中の有用遺伝子の探索等に適用できる。なお、砂

質土など従来の方法で が多く抽出される土DNA

壌では、スキムミルクの添加が抽出 量を減DNA

少させることがあり、土壌の種類によってその適

用に留意する必要がある。
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メダカを使って化学物質の内分泌かく乱作用を

簡易に検出する

堀尾 剛化学環境部有機化学物質研究グループ農薬動態評価ユニット

はじめに

近年、農薬等化学物質の内分泌かく乱作用が

問題になっており、ヒトに対する影響だけでは

なく、野生生物、特に農薬などに曝露される機

会が多い水生生物への影響が心配されている。

淡水性魚類に対する内分泌かく乱作用の中

で、女性ホルモン様作用については、細胞・生

体を用いた数多くの細胞・組織学的試験法や、

化学物質を生育過程の数ヶ月間あるいは全生育

期間を通して魚類に曝露する個体試験法が開発

されているが、いずれの方法も多くの労力と長

い期間を要する。そのため、生物個体を使った

簡易な試験法の開発が望まれていた。我々は孵

化したばかりのメダカに化学物質を 週間曝露2

させ、孵化後 ヶ月以内にその内分泌かく乱作2

用を簡易に判定する試験法を開発した。

試験法の原理

試験生物として用いたメダカ 系統 のオ( )d-rR

スの体色は黄色、メスは白色で遺伝的に決定さ

れ不変である。一方、本メダカでは、遺伝的な

性別とは無関係に、性ホルモンの強さによって

生殖器官における性分化の方向や尻ひれの形が

変化するため、体色とこれらの変化をもとに性

転換した個体を容易に検出することができる

図 。( 1)

メダカ仔魚を流水式の曝露装置内で試験物質

に 週間曝露して、その後試験物質を含まない2

飼育水に移し、外見的に雌雄が判別できるまで

日間飼育する。そして体色と尻ひれの形状40

等の観察を行い、オスからメスに性転換した個

体を調査し、性転換率により内分泌かく乱の程

度を判定する 図 。( 2)

図1 系統メダカを用いた性転換個体検出方法のd-rR

原理

(a) 体色からわかる遺伝的性別と尻ひれ(矢印)の形

状から分かる性別が一致している。

(b) 体色から遺伝的性別はオスであるが 尻ひれ(矢、

印)の形状からメスになったことがわかる。

図2 メダカを使った化学物質の内分泌かく乱作用簡

易検定法

試験法の実際

まず、本試験法を用いて、弱い女性ホルモン

様作用を有し、内分泌かく乱作用があるとされ

る ノニルフェノールについて調べた。その4-

結果、 濃度区におけるオスからメスへ300µg/l

(孵化後日数)
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140 54
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図3 メダカ仔魚に対するノニルフェノールおよび各

種除草剤の内分泌かく乱作用

横軸は被検物質とそれらの暴露濃度(μg/l)

の性転換率は であった 図 。これ以下の75% ( 3)

濃度では性転換は観察されなかった。また、全

ての濃度区において体重および体長において有

300µg/l意差が見られなかった。したがって、

濃度区で観察された性転換は一般毒性によるも

のではなく、ノニルフェノールの内分泌かく乱

作用によるものと結論できた。さらに、水田で

使用されることが多い除草剤である、メフェナ

セット、シメトリン、ベンチオカーブ、イマゾ
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スルフロン、プレチラクロールについて試験を

行った。曝露濃度は仔魚に対する 時間半数72

致死濃度の約 に設定した。試験の結果、1/20

どの化合物においても性転換した個体は検出さ

れず、これら農薬には女性ホルモン様内分泌か

く乱作用がないことが確認された 図 。( 3)

おわりに

新しく開発した試験法により、これまで多く

の労力を要していた生殖組織の顕微鏡観察の作

業を省くことができ、また、これまで ヶ月以2

上必要であった曝露期間を 週間に短縮するこ2

とができ、簡易な検定が可能となる。さらに本

試験法は、ここで紹介したオスのメス化 女性(

ホルモン様作用 だけでなく、逆のケース 男性) (

ホルモン様作用 の検定にも使える。)

内分泌かく乱作用の解明に関する研究は、本

研究のような生体を用いた研究のみでなく、生

物体内における動態・作用機構の解明等細胞・

分子レベルでの研究との連携が不可欠である。

しかしながら、後者においてもいまだ、内分泌

かく乱作用を解明するに十分な知見が揃ってい

ないのが現状であり、さらなる知見の蓄積が必

要であると考えられる。
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｢2003年環境毒性化学会アジア太平洋会議｣出席報告

大津 和久化学環境部有機化学物質研究グループ農薬動態評価ユニット

環境毒性化学会 のアジア 太平洋会議SETAC( ) /
が 年 月 日から 月 日までニ2003 2003 9 28 10 1

ュージーランドのクライストチャーチで開かれ

ました。

メイントピックは内分泌かく乱物質、リスク

アセスメント、雨水 都市、生物モニタリング/
技術、水中底質、ライフサイクルアセスメント

、 、 、 、 、(LCA) 大気汚染 環境管理 金属 生物指標

海洋、化学的手法による環境修復、生物による

、 、 、 、 、環境修復 新たな手法 極域 環境毒性 土壌

残留性有機汚染物質 、熱帯域であり、(POP(s))
口頭発表約 件およびポスター発表約 件190 180
が行われました。筆者は水中底質のトピック内

Chironomusで ｢ 数 種 農 薬 の ユ ス リ カ 幼 虫 (
による濃縮性｣としてポスター発表yoshimatsui)

を行いました この発表に対して多数の質問 実。 （

験材料の特性などについて 、および情報提供）

の照会があり、関連研究者と情報交換し、人脈

を形成できたことは今後の研究遂行上大変有効

でした。

また、各トピックにおける口頭発表、ポスタ

ー発表を聴講し、発表者らとの質疑応答を行い

ました。筆者の研究分野に関連しては、韓国の

パク氏らによる｢ドジョウを用いた農薬の毒性

評価｣、オーストラリアの 氏らによるNugegoda
｢オーストラリア産ザリガニ類を用いた重金属

に対する影響評価｣、 氏らによる｢メPettigrove
ソコスム試験を用いた底質重金属汚染の影響評

価｣等の興味深い発表がありました。

全体的に、重金属に関する影響評価、土壌や

海洋汚染に関する発表が多く、私の現在の研究

分野である淡水中の無脊椎動物に対する農薬の

影響評価に関する発表は少数でした。これは、

参加者の研究実施国が畑作および畜産を主な農

業対象とする国が多く、水田環境を主要な農業

生産とする国が少なかったせいだと思われま

す。ちなみに、もっとも発表者が多かったのは

地元のニュージーランド、次いでオーストラリ

ア、アメリカでした。現在 等においてOECD
もっぱら欧米主導で進められている化学物質の

影響評価に関する指針作りにおいて、アジアの

水田稲作の現状にうまく適合しない規制が導入

されぬように、今後日本やアジアの水田環境の

重要性、畑作との違いなどについて積極的に研

究、発表して各国、特に欧米各国の理解と関心

を得ていく必要があると感じました。

会議の開かれたクライストチャーチは 世19
紀半ばにイギリス人移住者によって築かれたニ

ュージーランド南島最大の都市です。現在の人

口は約 万人、主流は欧米系で先住民のマオ30
リ系が 割程度、他はアジア人も多く、韓国人1
は 千人以上在住しているとのこと。通称「ガ5
ーデン・シティ」の名のごとく、市内には美し

い庭を備えた英国風の邸宅が多く建っており、

市街地を縦横にエイヴォン川という小川が流れ

ています。川の両岸は美しい公園が点在し、市

民の憩いの場になっています。私が訪れた 月9
末は北半球では 月末にあたり、桜 日本から3 (
持ち込まれた？ 、チューリップ等が咲いてい)
てとてもきれいでした。ただ、今回は雨で肌寒

い日が多く、晴れたのは 日の滞在中半日くら3
いしかなかったのが残念でした。筆者は今まで

赤道を越えたことはなかったので、太陽が北側

から照らしてくるのに気づいた時は、南半球に

来たことを実感しました。交通は左側通行で、

道行く車の大半は日本車だったので、違和感は

少なかったです。市内は観光都市の様相で、韓

国、中国などからの新婚さん、日本からの若い

女性、中高年の皆さん等多数の観光客が闊歩し

。 、ていました 市内中心部の土産物店では日本語

日本円が通用しました。ニュージーランド南島

の観光に出かける場合は、ここを拠点にすると

いいようです。

海 外 出 張 報 告
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海 外 出 張

氏 名 所 属 出 張 先 活 動 内 容 期 間 備 考

殷 煕洙 環境化学分析 韓国 ダイオキシン類分析法の技術移転及び 要請出張H15.10. 5
韓国獣医科学検疫院センター 農薬国際研究集会 に出 ～IUPAC-KSPS 2003 H15.10.17

国際研席 IUPAC-KSPS
究集会組織委員会

杜 明遠 地球環境部 中国 「地表面条件からの風送ダスト鉛直輸送量 文科省委託プロH15.10. 5
Ⅱ」に関する調査研究 ～ ジェクトH15.10.26

松本 直幸 韓国 セミナー「果樹類紋羽病の菌類ウィルスを 要請出張生物環境安全部 H15.10. 6
用いた生物防除」に出席他 ～ 韓国慶北大学H15.10.14

八木 一行 地球環境部 中国 我が国とアジア諸国の農耕地における 環境省委託プロH15.10. 7
ソースの制御技術の開発と広域評 ～ ジェクトCH ,N O H15.10.114 2

価

新藤 純子 地球環境部 中国 東アジアにおける窒素負荷と水質への影響 環境省委託プロH15.10.10
に関する資料の収集と現況調査 ～ ジェクトH15.10.14

岡本 勝男 地球環境部 中国 気候変動と土地利用／土地被覆変化に関す 農水省委託プロH15.10.10
る資料の収集と現況調査 ～ ジェクトH15.10.14

小野 信一 化学環境部 韓国 日韓共同研究及び共同国際シンポジウムの 交付金プロジェH15.10.14
打ち合わせ ～ クトH15.10.16

阿江 教治 化学環境部 韓国 日韓共同研究及び共同国際シンポジウムの 交付金プロジェH15.10.14
打ち合わせ ～ クトH15.10.16

加藤 英孝 化学環境部 韓国 日韓共同研究及び共同国際シンポジウムの 交付金プロジェH15.10.14
打ち合わせ ～ クトH15.10.16

藤井 義晴 アメリカ 宇宙開発利用国際協力に伴う専門家派遣 要請出張生物環境安全部 H15.10.16
～ 文部科学省H15.10.25

今井 秀夫 化学環境部長 韓国 国際シンポジウム「良質な未来環境のため 要請出張H15.10.21
の農業生態系評価と管理」に出席 ～ ソウル国立大学H15.10.25

井上 吉雄 地球環境部 韓国 国際シンポジウム「良質な未来環境のため 要請出張H15.10.21
の農業生態系評価と管理」に出席 ～ ソウル国立大学H15.10.25

織田 久男 化学環境部 韓国 日韓共同研究に係わる情報収集及び共同国 交付金プロジェH15.10.27
際シンポジウムの打ち合わせ ～ クトH15.10.30

新藤 純子 地球環境部 マレーシア 流域窒素循環に関する情報収集及び現地調 要請出張H15.10.27
科学技術振興機構査 ～ H15.11. 3

板橋 直 化学環境部 韓国 日韓共同研究に係わる研究打ち合わせ及び 交付金プロジェH15.10.28
研究情報の収集 ～ クトH15.10.30

林 健太郎 化学環境部 韓国 日韓共同研究に係わる研究打ち合わせ及び 交付金プロジェH15.10.28
研究情報の収集 ～ クトH15.10.30

須藤 重人 地球環境部 マレーシア ダヌンヴァレー ステーション運営に 環境省委託プロGAW H15.11. 1
関する研究打ち合わせ ～ ジェクトH15.11. 5

麓 多門 地球環境部 アメリカ アメリカ農学会に出席 研究推進費H15.11. 1
H15.11. 8～

小原 裕三 化学環境部 アメリカ 年度臭化メチルの代替技術と放出抑 研究推進費2003 H15.11. 2
H15.11. 8制に関する国際研究会議に出席 ～

研 究 ・ 技 術 協 力
（ . ～ ）Ｈ１５ １０ １２
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氏 名 所 属 出 張 先 活 動 内 容 期 間 備 考

井上 吉雄 地球環境部 アメリカ 流域環境解析システムに関する調査 農水省委託プロH15.11. 2
～ ジェクトH15.11.15

松尾 和人 メキシコ 原産地におけるバイオテク 要請出張生物環境安全部 APEC/ATCWG H15.11. 4
ノロジー作物に関するワークショップに出 ～ 農林水産技術会H15.11.10
席 議事務局

須藤 重人 地球環境部 タイ アジア域の放射・水収支に及ぼすエアロゾ 要請出張H15.11. 8
科学技術振興機構ルと雲の影響に関する観測的研究 ～ H15.11.16

井上 恒久 化学環境部 中国 第３回環太平洋地域における土壌環境汚染 研究推進費H15.11.15
H15.11.19物質に関する国際会議に出席 ～

高木 和広 化学環境部 中国 第３回環太平洋地域における土壌環境汚染 日本学術振興会H15.11.15
物質に関する国際会議参加と中国の土壌及 ～ 外国人特別研究H15.11.26
び地下水の農薬汚染状況の調査 員事業

織田 久男 化学環境部 中国 第３回環太平洋地域における土壌環境汚染 日本学術振興会H15.11.16
物質に関する国際会議参加及び情報収集 ～ 外国人特別研究H15.11.19

員事業

白戸 康人 地球環境部 中国 中国における有機物長期連用試験のデータ 環境省委託プロH15.11.17
収集 ～ ジェクトH15.11.21

八木 一行 地球環境部 中国 「我が国とアジア諸国の農耕地における 環境省委託プロH15.11.18
ソースの制御技術の開発と広域評 ～ ジェクトCH ,N O H15.11.224 2

価」に関する調査研究

西村 誠一 地球環境部 中国 「我が国とアジア諸国の農耕地における 環境省委託プロH15.11.18
ソースの制御技術の開発と広域評 ～ ジェクトCH ,N O H15.11.224 2

価」に関する調査研究

陽 捷行 理事長 オランダ、ド 農業事情調査、研究事情調査及びボン大学 研究推進費H15.11.22
H15.11.28イツ における講義 ～

大倉 利明 農業環境イン 台湾 第６回東・東南アジア土壌科学会連合国際 研究交流促進法H15.11.23
ベントリーセ 会議に出席 ～ 第５条H15.11.26
ンター

中井 信 農業環境イン 台湾 第６回東・東南アジア土壌科学会連合国際 要請出張H15.11.23
ベントリーセ 会議に出席 ～ 東・東南アジアH15.11.30
ンター 土壌科学会連合

荒城 雅昭 インド 日本・インド両国における線虫分類研究発 要請出張生物環境安全部 H15.11.23
展のための研究交流 ～ 日本学術振興会H15.12. 7

鳥谷 均 地球環境部 カンボジア アジア地域の農業生産に係わる水資源に関 農水省委託プロH15.11.24
する国際会議に出席 ～ ジェクトH15.11.29

土屋 健一 タイ 農業環境への侵入または導入微生物が及ぼ 要請出張生物環境安全部 H15.11.29
す影響に関する調査研究及び技術指導 ～ 東京農業大学H15.12. 7

横沢 正幸 地球環境部 中国 アジアにおけるフラックス観測研究に関す 研究交流促進法H15.11.30
る国際ワークショップに出席 ～ 第５条H15.12. 4

宮田 明 地球環境部 中国 東アジアフラックスデータベースネットワ 環境省委託プロH15.11.30
ークの構築に関する現地調査 ～ ジェクトH15.12. 8

杜 明遠 地球環境部 中国 温帯高山草原生態系における炭素の収支、 環境省委託プロH15.11.30
放出及び蓄積の総合評価と温暖化影響の解 ～ ジェクトH15.12.12
明に関する調査研究

西森 基貴 地球環境部 カナダ、スイ マルチメディア化学物質運命予測モデルに 農水省委託プロH15.12. 3
ス、ドイツ 関する研究調査 ～ ジェクトH15.12.15

小原 裕三 化学環境部 カナダ、スイ マルチメディアモデル開発のための構造物 農水省委託プロH15.12. 3
ス、ドイツ 性相関によるパラメータ推定方法の開発に ～ ジェクトH15.12.15

関する研究調査
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氏 名 所 属 出 張 先 活 動 内 容 期 間 備 考

地球環境部 ニュージーラ 国際歴史地理大会に出席 農水省委託プロDavid H15.12. 7
ンド ～ ジェクトSPRAGUE H15.12.14

吉村 泰幸 イギリス、ベ 遺伝子組換え農作物の利用状況及び規制状 要請出張生物環境安全部 H15.12. 8
ルギー 況の調査 ～ 農林水産技術会H15.12.18

議事務局

大倉 利明 農業環境イン パキスタン パキスタンの塩性化土壌の調査 環境省委託プロH15.12.15
ベントリーセ ～ ジェクトH15.12.22
ンター

新藤 純子 地球環境部 フィリピン フィリピンの流域窒素循環に関する情報収 環境省委託プロH15.12.19
集及び現地調査 ～ ジェクトH15.12.23

岡本 勝男 地球環境部 フィリピン 水需給に関する資料の収集と現況調査 要請出張H15.12.19
科学技術振興機構～ H15.12.23

依 頼 研 究 員

氏 名 所 属 滞在する研究室 課 題 名 期 間

H15.10. 1牧 浩之 兵庫県立農林水産技術 化学生態ユニット 他感物質等植物由来生理活性物質の単離・精
H15.12.26総合センター 製 ～

H15.10. 1上野 達 北海道立中央農業試験 土壌微生物利用ユニ 土壌環境中の農薬動態に関する研究
H15.12.26場 ット ～

H15.10. 1渡部佐知子 広島県立農業技術セン 微生物分類研究室 イチゴ生息微生物の分離同定とその有効利用
H15.12.26ター に関する研究 ～

H15.11. 4草田 仁志 山形県病害虫防除所 昆虫分類研究室 山形県内におけるヨトウガ類及びタバコガ類
H15.12.26の発生実態の把握 ～

技 術 講 習

氏 名 所 属 滞在する研究室 課 題 名 期 間

H15.10. 1池田 悠里 東京都農業試験場 土壌微生物利用ユニ 土壌残留農薬の分解に関する研究の基礎及び
H15.10.31ット 実験手法の修得 ～

Habib Nasir H15.10. 1㈱アイベックス 化学生態ユニット ヒガンバナに含まれる他感物質の分析法
H16. 2.24(ﾊﾋﾞﾌﾞ ﾅｾﾙ) ～

H15.10. 6会田 秀樹 東京都畜産試験場 リモートセンシング リモートセンシングによる離島草地の植生動
H15.10.10ユニット 態解析手法 ～

H15.10. 6山本 裕子 長岡技術科学大学 土壌微生物利用ユニ 有機塩素化合物分解菌の遺伝子解析
H16. 1.30ット ～

H15.10.22森川 展行 名城大学 微生物生態ユニット 菌糸融合の判定技術取得
H15.10.23～



- 13 -

氏 名 所 属 滞在する研究室 課 題 名 期 間

H15.10.22鈴木 洋太 名城大学 微生物生態ユニット 菌糸融合の判定技術取得
H15.10.23～

H15.10.22佐々木喬一郎 名城大学 微生物生態ユニット 菌糸融合の判定技術取得
H15.10.23～

H15.10.22高橋 宏司 名城大学 微生物生態ユニット 菌糸融合の判定技術取得
H15.10.23～

DNA PCR-DGGE H15.11.21森岡 幹夫 山形県立農業試験場 微生物生態ユニット 土壌微生物の 抽出法および
解析手法

GIS H15.12. 1本間 利光 新潟県農業総合研究所 土壌分類研究室 ソフトによる新潟県デジタル土壌図の作
H15.12. 5成および主題図の作成 ～

H15.12.15伊藤 博喜 農研機構近畿中国四国 微生物機能ユニット 微生物農薬素材の未同定細菌種の安全性評価
H15.12.19農業研究センター ～

H15.12.15武藤 見佳 東京大学大学院 放射性同位体分析研 土壌中放射性核種濃度の測定技術の習得
H16. 3.31究室 ～

H15.12.16沖村 直彦 新潟大学 組換え体チーム マイクロサテライト・マーカーを用いた人里
H15.12.19植物のクローン分析 ～

H15.12.16藤原 資 新潟大学 組換え体チーム マイクロサテライト・マーカーを用いた人里
H15.12.19植物のクローン分析 ～

その他の研究・研修

氏 名 所 属 種 類 滞在する研究室 課 題 名 期 間

Jae-Seok H15.10.14建国大学 外国人招へい 食料生産予測チーム 植生遷移にともなう土壌炭素動態デー
Lee H15.10.19（韓国） 研究者 タの解析 ～

H15.10.17丸山 篤志 農研機構九州 受入研究者 気候資源ユニット 群落気象モデルによる葉面結露のシミ
H15.12.17沖縄農業研究 （国内） ュレーション ～

センター

Jihao Fang H15.11.12中国江蘇省農 外国人受入研 生物環境安全部 国際共同セミナー「アジア・太平洋諸
H15.11.16業科学院 究者 国における侵入生物による環境影響と ～

データベース構築」

Josie Lynn H15.11.12国際稲研究所 外国人受入研 生物環境安全部 国際共同セミナー「アジア・太平洋諸
A.Catindig H15.11.16（ ）フィリピン 究者 国における侵入生物による環境影響と ～

データベース構築」

Byeong H15.11.12韓国農村振興 外国人受入研 生物環境安全部 国際共同セミナー「アジア・太平洋諸
Chul Moon H15.11.16庁農業科学技 究者 国における侵入生物による環境影響と ～

術院 データベース構築」

Mashhor H15.11.12マレーシア科 外国人受入研 生物環境安全部 国際共同セミナー「アジア・太平洋諸
Mansor H15.11.16学大学 究者 国における侵入生物による環境影響と ～

データベース構築」

Karden H15.11.12インドネシア農 外国人受入研 生物環境安全部 国際共同セミナー「アジア・太平洋諸
Mulya H15.11.16業生物工学遺伝 究者 国における侵入生物による環境影響と ～

データベース構築」資源研究所
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氏 名 所 属 種 類 滞在する研究室 課 題 名 期 間

Banpot H15.11.12カセサート大 外国人受入研 生物環境安全部 国際共同セミナー「アジア・太平洋諸
Napompeth H15.11.16学（タイ） 究者 国における侵入生物による環境影響と ～

データベース構築」

Surapol H15.11.12タイ農業協同 外国人受入研 生物環境安全部 国際共同セミナー「アジア・太平洋諸
H15.11.16Yinasawapun 組合省 究者 国における侵入生物による環境影響と ～

データベース構築」(MOAC)

Jeong-Teak H15.11.16韓国農村振興 外国人受入研 食料生産予測チーム 地球規模の環境変動に伴う食糧変動予
Lee H15.11.21庁農業科学技 究者 測に関する技術開発 ～

術院

Kyu-Ho So H15.11.16韓国農村振興 外国人受入研 食料生産予測チーム 地球規模の環境変動に伴う食糧変動予
H15.11.21庁農業科学技 究者 測に関する技術開発 ～

術院

Su-Myeong H15.11.16韓国農村振興 外国人招へい 環境化学物質分析研 農耕地へのダイオキシン類の蓄積実態
Hong H15.11.25庁農業科学技 研究者 究室 の解明 ～

術院

Dal-Soon H15.11.16韓国農村振興 外国人招へい 環境化学物質分析研 農耕地へのダイオキシン類の蓄積実態
Choi H15.11.25庁農業科学技 研究者 究室 の解明 ～

術院

Xiangyu JSPS H15.11.16中国科学院生 外 国人 重金属研究グループ 土壌中の可給態カドミウムの分析方法
Tang H15.12.14態環境研究セ 招へい研究者 ～

ンター

Jae-Chun 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Shim H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Moon-Hee 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Park H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Hae-Keun 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Lee H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

23 H15.11.18Seon-Woong 韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Hwang H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Han-Kang 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Kwak H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Won-Il Kim 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Goo-Bok 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Jung H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Byung- Jun 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Park H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Hee-Joong 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Jun H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Kwang-Lai 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人招へい 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Park H15.11.23庁農業科学技 研究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

術院 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席
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氏 名 所 属 種 類 滞在する研究室 課 題 名 期 間

Jae-Saeng 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人受入研 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Lee H15.11.23庁嶺南農業試 究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

験場 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Chan-Won 23 H15.11.18韓国農村振興 外国人受入研 栄養塩類研究グルー 第 回農業環境シンポジウム・第１
Park H15.11.23庁湖南農業試 究者 プ 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

験場 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

CSIRO Land 23 H15.11.19Michael John 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Mclaughlin and Water H15.11.22研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

ドミウム汚染リスクを減らす」に出席( )オーストラリア

Tamas 23 H15.11.19ハンガリー科学 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Nemeth H15.11.22院土壌科学農芸 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

ドミウム汚染リスクを減らす」に出席化学研究所

John Miles 23 H15.11.19カナダ農業・ 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Clarke H15.11.22食品研究所 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Michel 23 H15.11.19フランス国立 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Mench H15.11.22農業研究所 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Preeda 23 H15.11.19アジア技術研 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Parkpian H15.11.22究所（タイ） 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Joni 23 H15.11.19インドネシア 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Munarso H15.11.22ポストハーベ 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

スト研究所 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Dong-Mei 23 H15.11.19中国科学院南 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Zhou H15.11.22京土壌研究所 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Yong-Ming 23 H15.11.19中国科学院南 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Luo H15.11.22京土壌研究所 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Rufus Lee 23 H15.11.19アメリカ農務 外国人招へい 重金属研究グループ 第 回農業環境シンポジウム・第１
Chaney H15.11.22省農業研究事 研究者 回日韓共同研究国際シンポジウム「カ ～

業部 ドミウム汚染リスクを減らす」に出席

Krirk H15.12. 1コンケン大学 外国人招へい 生態系影響ユニット 農業水資源変動による食料生産への影
H15.12. 6Pannanngpetch （タイ） 研究者 響の解明と予測手法の開発 ～

Xianbin Xu H15.12.15黒竜江省農業 外国人招へい 食料生産予測チーム 地球温暖化の生物圏への影響、適応、
H15.12.25科学院 研究者 脆弱性評価に関する研究 ～

H15.12.22吉越 恆 九州大学大学 招へい研究者 フラックス変動評価 陸域生態系の温室効果ガス収支の機構
H15.12.26院農学研究院 （国内） チーム 解明とモニタリング ～

H15.12.25村井 麻理 農研機構東北 招へい研究者 気候資源ユニット 農業水資源の分布とその変動特性の解
H15.12.27農業研究セン （国内） 明および予測手法の開発 ～

ター
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環境化学物質分析施設

企画調整部 情報資料課

はじめに

化学合成物質は、正と負の遺産をもつ諸刃（も

20ろは の刃 やいば である 化学合成物質が） （ ） 。

世紀に果たしてきた役割は限りないが、化学物質

がこれまで多くの生命や環境に悪影響を与え続け

てきたことも厳然とした事実である。人類がこの

負の遺産をどのように跳ね返すことができるの

か。 世紀の人類に期待される叡智が、ここに21
必要とされる。

レーチェル・カーソンの「沈黙の春」や「失わ

れた森」から、シーア・コルボーンの「奪われし

未来」にいたるまでの警告と、現実のダイオキシ

ンなどによる国内外の汚染問題は、いやがうえで

も農業生産物の「安心」と「安全」と「制御」の

必要性をわれわれに認識させた。さらにこれらの

警告と汚染問題は、土壌や水や大気などの環境資

源を汚染しないで健全に「次世代へ継承」するこ

との重要性をわれわれに認識させもした。

われわれは、これらの問題の解決を先送りして

きた。むしろ、この問題にまともに対応すること

を避けてきたきらいがある。しかし近年の内分泌

かく乱化学物質の問題は、多くの人々や組織を目

覚めさせた。内分泌かく乱化学物質は、人類の将

来を破壊する化学的な時限爆弾とも考えられる。

これまで人工的に作り出され、利用されてきた化

学物質の中で、内分泌かく乱化学物質は、問題が

出てから対応するのでは手遅れになる物質なので

ある。

このような流れの中で、平成 年に当所に環12
境化学物質分析施設が設置された。今回は、その

背景、経過、建物および装備されている分析機器

などの紹介をする。

設立の背景

シーア・コルボーンらが 年に「奪われし1996
未来（ 」を発表した頃から、多Our Stolen Future）
様な化学物質による生物への慢性毒性が次々に明

らかになった。とくに、生殖・成長・免疫などの

生体機能をかく乱し、ガンを発生させる様々な化

学物質の影響が浮上してきた。なかでも残留性有

機汚染物質（ ）Persistent Organic Pollutants:POPs

は、環境に長期間残留し（難分解性 、脂溶性が）

高いため、動物に摂取されると脂肪組織に残留し

やすい特性がある（生物濃縮性 。また環境に放）

出された は、地球の隅々にまで拡散し、南POPs
極圏や北極圏でも検出されている（長距離移動

性 。要は、 は分解しにくく、生物への濃縮） POPs
性が高く、移動性も高い特徴をもっている。

このような状況のもとに、環境庁は 年に1998
環境ホルモン戦略計画（ ）を作成し、SPEED’98
内分泌かく乱作用をもつ疑いのある 種類を超60
える化学物質のリストを発表した。そこには、科

学的な裏づけが定かでない物質も含まれていた。

内分泌かく乱作用をもつ化学物質は 一般に 環、 「

境ホルモン」と呼ばれる。これらの化学物質は、

ヒトに対しても免疫不全や発がん性の可能性があ

るうえ、次世代へも影響が及ぶ可能性がある。さ

らに、 条約（残留性有機汚染物質に関するPOPs
ストックホルム条約）が 年に国連で採択さ2001

。 、 、れた この条約には ダイオキシン類および DDT
ディルドリンなどの有機塩素系化合物が含まれて

いる。

このような社会情勢を受けて設立されたのが、

。 、この環境化学物質分析施設である この施設には

ダイオキシン類をはじめとする有害有機化学物質

や重金属類を高感度に分析するための機器も備え

ている。

施設の紹介

「環境化学物質分析施設」は、本館の裏玄関を

出てすぐ左手にある。正面が硝子張りのすっきり

とした 階建てのこの施設は、平成 年 月に2 12 8
完成した。平成 年度の補正予算で建設された11
この施設は、企画調整部の調整の元に、総務部会

計課および資材動態部農薬動態科が中心となって

。 、建設したものである 建物の設備の選定や配置は

主として殺虫剤動態研究室が、測定機器の選定は

主として農薬管理研究室が担当した。

もともとこの施設は、農林水産技術会議事務局

筑波事務所農林交流センターの共同利用施設とし

て運用されることになっていたので、当初は筑波

事務所共同分析センター 号棟と呼ばれ、管理運2

所 内 ト ピ ッ ク ス
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営だけが農業環境技術研究所に任されていた。し

かし、当所が平成 年 月 日に独立行政法人13 4 1
農業環境技術研究所に改組されたのを機に、管理

運営および運営予算のすべてを当所が責任をもつ

ことになった。これを機に名称を現在の「環境化

学物質分析施設」と改めた。

1200m 15延べ面積 のこの建物の総工費は、約2

（ 、 ） 。億円 建物： 億円 機器類： 億円 であった9 6
、 、建物の 階には 共同研究室としての居室のほか1

ダイオキシン類を除く有機および無機の一般化学

物質抽出・精製のための前処理室、機器分析室、

試料保管室、試料粉砕室が設置されている。 階2
には、ダイオキシン類を測定するための抽出・精

製室、測定器室、試料保管室、廃棄物保管室、廃

棄物焼却炉室および温室がある。

ここでは、微量だが毒性の強いダイオキシン類

が分析されるので、実験者の安全の確保と施設外

への漏出防止が極めて重要な課題である。そのた

め、排気と排水の施設には建物の外にダイオキシ

ン類が放出されないように万全の処置がとられて

いる。

最近の成果紹介

この施設を活用した最近の成果を次に紹介しよ

う。

約半世紀にわたって収集保存していた農耕地土1)
壌のダイオキシン類を分析し、農耕地土壌のダ

イオキシン汚染の歴史的な経過を明らかにし

た。

イネ、トウモロコシ、キュウリ、メロン、ホウ2)
レンソウ、ニンジンなどの農作物のダイオキシ

ン類の吸収特性を調査し、農作物は土壌からダ

イオキシン類をほとんど吸収しないことを明ら

かにした。

農作物のダイオキシン類汚染は、大気中の粉塵3)
や気体に含まれるダイオキシン類が農作物の表

面に付着するためであることが判明した。

根菜類や葉菜類では、水洗しても除去できない4)
土壌が付着しているので、付着した土壌を落と

すことで、ダイオキシン類を取り除くことがで

きることを明らかにした。

レーザーアブレーション装置と を用い5) IPC-MS
た微少試料の重金属測定技術を応用して、魚類

の耳石（聴覚器官にある生体鉱物）中の重金属

濃度分布を明らかにした。その結果、 ミリメ1
ートルの千分の一の単位で耳石に刻まれている

成長線に沿った重金属濃度の測定により、その

魚が住んでいた環境中の重金属汚染の経過を知

ることができた。

共同研究の推奨

環境研究が他機関や他分野の研究協力なくして

成立しないことは、今や衆目の一致するところで

ある。この施設は、農林水産省の他独法機関およ

び当所と共同研究や依頼研究などの契約を取り交

わした大学・公立・民間などの研究所と共同利用

することに門戸を開いている。多くの方々との共

同研究を心待ちしている。

ダイオキシン類の分析装置と 装置は、ICP-MS
共同研究の利用者が多く、順番待ちの状況にある

、 、が いずれにしても施設の利用を希望される方は

当所の環境化学分析センター長（電話：

）にご連絡いただきたい。029-838-8430

なお、ご参考までに所有している機器を次に紹

介する。

ダイオキシン分析測定システム・高分解能質1.
No.1量分析装置

ダイオキシン分析測定システム・高分解能質2.
No.2量分析装置

超臨界流体抽出クロマトグラフ3.
質量分析装置・レーザアブレーションシ4.ICP

ステム

原子吸光光度計5.
キャピラリー電気泳動装置6.
イオンクロマトグラフ7.
原子吸光検出器付ガスクロマトグラフ8.
濃縮導入装置 加熱脱着式試料導入装置・四重9. (

)極質量分析計検出器付ガスクロマトグラフ

蛍光検出器付高速液体クロマトグラフ10.
電気化学検出器付高速液体クロマトグラフ11.
四重極型質量分析計検出器付ガスクロマトグ12.
ラフ（大量試料注入装置付）

四重極型質量分析計検出器付ガスクロマトグ13.
( )ラフ パージ＆トラップ試料導入装置付

液体クロマトグラフ質量分析装置（トリプル14.
ステージ型）

イオントラップ型質量分析装置15.
液体クロマトグラフ・四重極型質量分析計16.
液体クロマトグラフ・飛行時間型質量分析計17.
走査型電子顕微鏡18.
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東京農業大学とのMOU締結

上路 雅子企画調整部長

農業環境研究は、土、水、大気、生物、化学

物質などを対象とし、また、時間的、空間的に

も大きな広がりをもっています。これらの複雑

に絡み合った多種多様な要因を総合的に解析し

ながら研究を推進することが重要で、多分野の

協力が不可欠となっています。

産学官の連携強化を進める中で、東京農業大

学との （協定覚え書き）締結が、当所のMOU

研究推進にとって有効であり、また、東京農業

大学にとっても、農業環境に関する教育・研究

を推進する上で重要であるとの認識で一致し、

検討が進められてきました。相手先となる東京

農業大学大学院農学研究科は、農学、畜産学、

農芸化学、醸造学、食品栄養学、林学、農業工

学、造園学、国際農業開発学、農業経済学、生

物環境調節学の 専攻の博士課程とバイオサ11

イエンス、国際バイオビジネス学専攻の つの2

修士過程から構成されており、当所と密接な関

係があるといえます。この 締結が、教育MOU

の充実と大学院学生の資質向上及び研究活動の

進展に繋がり、引いては農業環境研究の発展に

貢献することが期待されます。

の調印式は、平成 年 月 日、初MOU 15 12 10
冬の陽射しが暖かい東京都世田谷区の大学キャ

ンパスで、進士五十八学長、陽 捷行理事長の

出席のもとに行われました。今後、東京農業大

学あるいは当所においての大学院生等に対する

教育研究指導や共同研究の実施などにより、連

携を深めることが約束されました。

なお、当所の中期計画においては、研究を効

率的に推進するため、産学官の連携、協力によ

り、共同研究及び研究者の交流が謳われており

ます。平成 年 月現在、大学との連携とし15 10

て委託研究 件、連携大学院 件、民間企業31 3

への受委託研究 件、共同研究 件等が実施12 4
されています。特に、平成 年度には大韓民13

国農村新興庁農業科学技術院、 年度には中14
国科学院南京土壌研究所との間で、農業環境問

題を解決するための が締結されました。MOU
この 締結に基づき 平成 年 月に 東MOU 15 3、 「

アジアの農業生態系における物質循環と環境影

響評価－国際共同研究に向けて 、 月に「ア」 11

ジア・太平洋諸国における侵入生物による環境

影響とデータベース構築」と「主要農産物の重

金属を低減するための農業戦略とテクノロジー

－カドミウム汚染リスクを減らす」の国際シン

ポジウムを開催し、研究の現状を総括するとと

もに、今後の研究推進の方向性について意見交

換が行われました。また、地球環境など国際的

なプロジェクト研究にも積極的に取組んでおり

ます。

調印後に握手をする進士学長(左)と陽理事長(右)
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侵入生物に関する国際共同セミナーを終えて

岡 三徳生物環境安全部長

農環研は、アジア太平洋地域食糧肥料技術セン

ター（ 、台湾）と共同して 「アジア・太平FFTC 、

洋諸国における侵入生物による環境影響とデータ

ベース構築」に関する国際セミナーを、つくばで

月 日～ 日に、 カ国から 名の参加11 13 15 11 152
を得て開催した。

本セミナーは、基調講演、セッション１（国別

報告とデータベース構築、８講演 、セッション）

２（研究報告）及び総合討議で構成され、セッシ

ョン２では植物、昆虫、微生物のサブセッション

18で各３題の講演があり セミナー全体では合計、

題になった。

ミネソタ大学の 教授による基調講演でDavid
は、外来侵入生物の適切な防除の基本となるリス

ク評価と管理についての論議とともに、侵入・導

入生物を含めた外来種の環境や経済への影響、さ

らに生活や暮らしへの直接影響を特定し、これに

対する多くの人々の理解を得る必要性が強調され

た。

セッション１では、各国からホテイアオイやミ

モザの侵入による生態破壊が紹介され、テラピア

による在来魚種の減少や侵入植物病原細菌による

農業被害が報告された。また、フィリピンでのイ

ネを加害するクロカメムシの一種の侵入とその国

内拡散、韓国の貿易拡大にともなう侵入雑草の増

加、中国の緑化を目的に導入したユーカリや松の

生態影響など広範な外来生物についての現状が紹

介された。

データベースの構築に関連して、オーストラリ

アから生物種の同定に向けた支援システムが紹介

され、農環研は構築中の侵入生物の環境影響情報

を共有化するためのデータベース のフレ(APASD)
ームを提案して、今後の連携・協力を要請した。

セッション２の各サブセッションは、環境影響

の評価と監視、侵入・分布拡大過程の解析、そし

て防除策に関連した講演の３つに区分される。前

者では侵入雑草を事例にしたニュージーランドの

リスク評価モデルの紹介、各国のホテイアオイ、

ギンネム、スクミリンゴガイ、導入昆虫、さらに

侵入植物病原細菌の環境影響評価が報告され、そ

の経済被害とともに、検疫体制の強化と外来加害

セミナーを終えた各国の参加者は、農業・農村の担い

手を育成する鯉渕学園（茨城県内原町）を訪問

生物の生物特性に基づく監視技術の開発の必要性

が指摘された。

外来生物の起源と分布拡大の解析には、分子生

。 、物学的手法が有用な手段となる これと関連して

アジア地域に分布するパパイヤリングスポットウ

ィルスのバイオタイプの遺伝子解析、日本国内に

侵入したショウガ等の病原性細菌の起源や西洋タ

ンポポの交雑にともなう遺伝子流動と拡散につい

ての解析結果が報告された。定着した外来種の防

除や根絶のための効果的プログラムは少ないが、

沖縄での不妊虫を利用した根絶法のカンショを食

害するゾウムシへの適用例とともに、作物害虫の

耕種的防除法やネズミの毒餌による防除等の事例

が紹介された。

総合討議では、外来生物に関する参加国間の迅

速な情報交換の重要性の確認と併せて、データベ

ースの構築とその共有化に向けて多くの意見が交

。 、換された その第１段階として検討すべき課題は

対象地域や機能（外来種のリスク分析、検出、1)
分布情報、使用言語等 、 既存の情報源の確認） 2)
とリンク、 速やかな有用情報の公開であること3)
が指摘された。また討議後には、各セッションで

の論議と今後の継続した協力、さらにデータベー

ス構築の円滑な推進のために、 年に台北で2004
ワークショップを開催することを確認した。

年度には 「外来種規制法案」が国会に上2004 、

程される計画である。外来生物の環境影響とリス

ク評価は、生物環境安全部の柱となる研究課題で

あり、今後は次期中期計画を見据えた取り組みと

して、侵入生物のデータベース構築を核とした研

究と国際協力の推進が重要であると考えている。



カドミウム汚染とその対策技術に関する国際シンポジウム

小野 信一化学環境部重金属研究グループ長

農業環境技術研究所が主催する第 回農業環23
境シンポジウムおよび第 回日韓共同国際シンポ1
ジウム「農産物から重金属汚染を低減する農業技

術―カドミウム汚染リスクを減らす―」が 月11
、 、 、20 21日 日の両日 つくば国際会議場において

農林水産技術会議事務局と韓国農業科学技術院の

後援で開催されました。参加者は、海外からの参

加者 名を含めて 名でした。22 207
カドミウムのリスク評価結果が 年 月に2003 6
（ ）JECFA FAO/WHO合同食品添加物専門家委員会

から公表されました。今後、上部組織のコーデッ

クス委員会（ 合同食品規格委員会）本FAO/WHO
会合で食品中のカドミウム濃度が検討され、世界

中の多くの国々は、農産物のカドミウム汚染につ

いて対応を迫られることになります。

このシンポジウムでは、セッション で重金属1
のリスク評価と食物連鎖、セッション でヨーロ2
ッパ・アジア各国の汚染の実態、セッション で3
農作物への汚染の対策技術が論じられました。フ

ランス、ハンガリー、カナダ、オーストラリア、

インドネシア、中国、韓国からの 題の招聘講演9
、 、に加えて 日本から 題の計 題の講演があり7 16

活発なディスカッションが行われました。また、

ポスターセッションでは 題の発表があり、カ29
ドミウムの汚染対策技術に関する詳細かつ具体的

な意見交換が行われました。

コーデックスで論議されているカドミウム新基

準に対して、関係各国の対応は三つに大別されま

した； ）国際貿易対応（オーストラリア、カナ1
ダ インドネシアなど 農業の持続性確保 日、 ）、） （2
本、フランスなど 、 ）健康影響（韓国、日本、） 3
中国など）です。したがって、コーデックス新基

準値に一喜一憂するよりも、それぞれの国の実情

に合わせて適切な対策を講じることが重要になっ

てきます。オーストラリアやカナダでは、輸出農

作物にターゲットを絞って具体的な対策を立てて

いる一方、参加したアジア各国では、日本を除い

てほとんど重金属の調査・研究が行われておら

ず、国際貿易や健康影響の面から、今後大きな問

題になってくるものと思われます。

最後に、アメリカ合衆国 のチェニー研USDA
究員から興味のある二つの提案がありました。一

つは、 （生物可給性）に関するもbio-availability
ので、カドミウムの場合、作物よりも人間に対す

る可給性がより重要である。コメはカルシウム含

量が低いため、カドミウムの人体に対する可給性

が高く、コメを主食とするアジアの人たちでは、

カドミウム汚染の危険性がより高くなる。二つ目

、 （ ） 。は 高集積植物 の定義ですHyperaccumulator
カドミウム汚染土壌は、同時にその 倍の亜鉛100
を含有するので、汚染土壌の修復植物は亜鉛耐性

。 、 、が必須であること また とはHyperaccumulator
少なくともヘクタール当たり数キログラムから数

十キログラムのレベルで有害物質を吸収する種を

想定しているということでした。

ポスターセッションでは、とくにコメや大豆の

カドミウム汚染対策技術、カドミウム汚染土壌の

修復技術などに参加者の高い関心がよせられ、熱

心な討議が行われました。
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